















































(1) 最決平成 19 年 3 月 23 日民集 61 巻 2 号 619 頁。
(2) 日本の状況については，早川眞一郎А国際的な生殖補助医療と法ИЙハーグ国




としての出生届をすることは認められるかИЙБ判タ 1225 号 58 頁（2007
年），早川眞一郎А国際的な生殖補助医療と親子関係Ё代理懐胎についてБ論
究ジュリスト 2号 127 頁（2012 年），早川眞一郎А外国における代理出産によ
って出生した子の出生届Б㈶民法判例百選Ⅲ［第 2版］㈵72 頁（別冊ジュリス
ト 239 号，2018 年）など。
(4) https://www.hcch.net/en/projects/legislative┡projects/parentage┡surroga









the Rights of the Child, 1980）（以下，А児童の権利条約Бという。）との関連で作




Maud de Boer┡Buquicchio 氏によって作成され，国連に提出されたもので
ある。同氏は，欧州評議会の事務次長等を務めたオランダ出身の法律家であ











(6) Report of the Special Rapporteur on the sale and sexual exploitation of chil-
dren, including child prostitution, child pornography and other child sexual
abuse material, A/HRC/37/60
(7) Sale and sexual exploitation of children, including child prostitution, child






































































　本報告書は，上記Aから Eの部分（para.7 ないし para.40）において，検
討の前提として，国際的代理出産の現状と問題点をどのように見るかについ
て説明している。その内容を要約すると次のようになる。














































































































































































































































































































































































































































































































































が多いのではないかと推測される。この点については，最高裁平成 19 年 3
月 23 日決定によって破棄された原決定（東京高裁平成 18 年 9 月 29 日決定家庭
































(13) この点も含めて，東京高裁決定とその問題点については，拙稿（判タ 1225 号
論文)・前掲注（2）を参照されたい。
(610)
83Ё4Ё134
